
 

参考１ 

 

○スポーツ基本法（平成二十三年法律第七十八号）（抄） 

 

（基本理念） 

第二条 （略） 

２・３ （略） 

４ スポーツは，スポーツを行う者の心身の健康の保持増進及び安全の確保が図ら

れるよう推進されなければならない。 

５～８ （略） 

 

（国の責務） 

第三条 国は，前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，スポー

ツに関する施策を総合的に策定し，及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は，基本理念にのっとり，スポーツに関する施策に関し，国

との連携を図りつつ，自主的かつ主体的に，その地域の特性に応じた施策を策定

し，及び実施する責務を有する。 

 

（スポーツ団体の努力） 

第五条 スポーツ団体は，スポーツの普及及び競技水準の向上に果たすべき重要な

役割に鑑み，基本理念にのっとり，スポーツを行う者の権利利益の保護，心身の

健康の保持増進及び安全の確保に配慮しつつ，スポーツの推進に主体的に取り組

むよう努めるものとする。 

２・３ （略） 

 

（スポーツ事故の防止等） 

第十四条 国及び地方公共団体は，スポーツ事故その他スポーツによって生じる外

傷，障害等の防止及びこれらの軽減に資するため，指導者等の研修，スポーツ施

設の整備，スポーツにおける心身の健康の保持増進及び安全の確保に関する知識

（スポーツ用具の適切な使用に係る知識を含む。）の普及その他の必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 

 

  



 

参考２ 

 

○運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（平成 30 年 3 月スポーツ庁）（抜粋） 

 
２ 合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進のための取組 
（１）適切な指導の実施 
ア 校長及び運動部顧問は，運動部活動の実施に当たっては，文部科学省が平成２

５年５月に作成した「運動部活動での指導のガイドライン」に則り，生徒の心身

の健康管理（スポ―ツ障害・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を

含む），事故防止（活動場所における施設・設備の点検や活動における安全対策

等）及び体罰・ハラスメントの根絶を徹底する。都道府県及び学校の設置者は，

学校におけるこれらの取組が徹底されるよう，学校保健安全法等も踏まえ，適

宜，支援及び指導・是正を行う。 
 
イ 運動部顧問は，スポーツ医・科学の見地からは，トレーニング効果を得るため

に休養を適切に取ることが必要であること，また，過度の練習がスポーツ障害・

外傷のリスクを高め，必ずしも体力・運動能力の向上につながらないこと等を正

しく理解するとともに，生徒の体力の向上や，生涯を通じてスポーツに親しむ基

礎を培うことができるよう，生徒とコミュニケーションを十分に図り，生徒がバ

ーンアウトすることなく，技能や記録の向上等それぞれの目標を達成できるよ

う，競技種目の特性等を踏まえた科学的トレーニングの積極的な導入等により，

休養を適切に取りつつ，短時間で効果が得られる指導を行う。 
また，専門的知見を有する保健体育担当の教師や養護教諭等と連携・協力し，発

達の個人差や女子の成長期における体と心の状態等に関する正しい知識を得た上で

指導を行う。 
 
（２）運動部活動用指導手引の普及・活用 
ア 中央競技団体は，競技の普及の役割に鑑み，運動部活動における合理的でかつ効

率的・効果的な活動のための指導手引（競技レベルに応じた１日２時間程度の練習

メニュー例と週間，月間，年間での活動スケジュールや，効果的な練習方法，指導

上の留意点，安全面の注意事項等から構成，運動部顧問や生徒の活用の利便性に留

意した分かりやすいもの）を作成する。 
イ 中央競技団体は，上記アの指導手引をホームページに掲載・公開するとともに，

公益財団法人日本中学校体育連盟や都道府県等と連携して，全国の学校における活

用を依頼し，普及を図る。 
ウ 運動部顧問は，上記アの指導手引を活用して，２（１）に基づく指導を行う。 
 
 


